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はじめに 
この総合評価落札方式Ｑ＆Ａは、総合評価活用ガイドライン（静岡県交

通基盤部）及び総合評価落札方式（建設関連業務）活用ガイドライン（静

岡県交通基盤部）に関する問合せの多い内容を、Ｑ＆Ａ形式でまとめたも

のです。ガイドラインを読んだ上で、困ったときに、御活用ください。 

 

 

１．工事関係 

１－１ 総論、用語の定義 

 

Ｑ１ 総合評価落札方式とは？ 

 

Ａ１ 公共工事の品質確保と向上を目的として、価格と価格以外の要素（企業

や技術者の技術力、社会的信頼性等）を総合的に評価する入札方式のこと

です。なお、品質には、工事目的物の品質のほか、工事の効率性、安全性、

環境への配慮等の工事実施段階における特性も含まれています。 

 

 

Ｑ２ なぜ総合評価落札方式を実施するのか？ 

 

Ａ２ 公共工事の品質を確保するために、価格のみならず価格以外の多様な要

素も考慮した総合的に優れた内容の契約が求められているため。また、不

当に安い金額で落札するいわゆるダンピング受注の防止と不良・不適格建

設業者の排除を行うため。 

 

 

Ｑ３ 総合評価落札方式の実施に適さない工事とは？ 

 

Ａ３ 判断は資格委員会が行うこととなりますが、一般的には、災害復旧工事

における緊急性等の特別な理由がある場合や、工事施工に必要な期間の確

保が困難な場合が考えられます。また、総合評価審査委員会において総合

評価落札方式を適用することが不適当と認められた工事も該当すると考え

られます。 
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Ｑ４ 施工の信頼性とは？ 

 

Ａ４ 総合評価落札方式の評価項目のうち、①「工事成績や施工実績による企

業能力」、②「配置予定技術者の資格や施工経験等による技術者能力」及

び③「営業拠点や災害協定等による地域貢献等」の３つの項目で構成され

る実績に係る評価を「施工の信頼性」としています。 

すなわち、評価項目のうち標準型の「技術提案」又は簡易型Ⅰの「簡易な

施工計画」（以下「技術提案等」という。）を除いた実績部分のことで、簡

易型Ⅱではこれら実績に係る評価項目のみで評価を行います。   

 

 

Ｑ５ 事前審査登録制度とは？  

 

Ａ５ 入札の度に重複して提出していた資料及び事務量の軽減を目的に、総合

評価落札方式の評価の一部を、事前に審査し登録する制度です。また、評

価項目の内容を受注者と発注者で相互に確認することにより、評価に関す

るエラーを防止します。 
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Ｑ６ 「事前確認型」と「事後確認型」の違いとは？ 

 

Ａ６「事前確認型」とは、総合評価に関する確認について、入札前にすべての

技術資料（様式と根拠書類）の提出を求め、評価の詳細な確認まで行い落

札者を決定するタイプのことです。 

これに対して「事後確認型」とは、総合評価に関する確認のうち、入札

前に様式（根拠書類以外）及び技術提案等（技術提案または簡易な施工計

画）のみ提出を求めて暫定の評価値を算出し、入札後に落札候補者のみに

根拠書類の提出を求めて、評価の詳細な確認まで行い、落札者を決定する

タイプのことです。 

すなわち、根拠資料の提出と確認を入札後にできるのが「事後確認型」と

いうことです。（図１ 参照） 

 

 

 

図１ 事前確認型と事後確認型の違い 
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Ｑ７ 総合評価のタイプ選定はどのように行うのか？ 

 

Ａ７ 総合評価のタイプを選定する目安は、総合評価活用ガイドラインに掲載

されています。 

総合評価のタイプ選定は工事難易度と予定価格により区分されています

が、施工上の技術的課題の難易度や技術的工夫の大小に応じ、別タイプを

適用することを可能としています。 
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＋

企業の施工能力

簡易型Ⅰ（発注業種：土木一式）

同種(類似)工事
の施工実績

特殊工事の実績

工事成績評定点

優良工事表彰の実績

ISO、ｴｺｱｸｼｮﾝの取組

自社工場における製作

技術者の施工能力

同種(類似)工事
の施工経験

特殊工事の経験

保有資格

優良工事表彰の実績

CPD、CPDSの取組

地域貢献等

営業拠点

労働福祉

地域貢献活動

災害協定等

小規模修繕等
業務委託実績

障害者雇用企業

次世代育成支援企業

簡易な施工計画

品質管理

工程管理

安全管理

環境管理

施工上の課題

＋ ＋

2項目を設定
10.0×2＝20.0

1.0

3.0

2.0

1.0

（1.0）

（1.0）

2.0

2.0

1.0

2.0

（2.0）

1.0

0.5

0.5

1.0

2.0

1.0

1.0

雇用実績

標準点
（100点）

＊1 標準型⇒換算しない、簡易型Ⅰ⇒30点満点に換算、簡易型Ⅱ ⇒20点満点に換算（すべてのタイプにおいて、
加算点は少数点以下第3位を四捨五入）

＊2 税抜き価格。入札価格が調査基準価格の税抜き金額を下回った場合は、入札価格を調査基準価格の税抜き
金額に置き換えて評価値を算出する。

＊3 評価値は、小数点以下4位止め（5位を四捨五入）とするが、同位の者がある場合は、評価に差が生じるま
で少数点以下の位止めを増やすこととする。

評価点の最大
（満点）

加算点の最大
（満点）× ÷

100 53,00024.15

＋ /
② 加算点＊1

（換算後の点数）

評価点を加算点に換算する
（加算点の満点中、何点の評価を得たか換算する）

（ ） ③ 入札価格＊2 1,000 ＝ 評価値＊3｝｛ ×

計算例

＋ /（ ） ＝｝｛ ×

33 4130× ÷

1,000 2.3425

設定条件：タイプ⇒簡易型Ⅰ、業者の獲得点数⇒33点、加算点の最大⇒30点、評価点の最大⇒41点、入札
価格⇒53,000（予定価格を下回り、調査基準価格の税抜き価格以上）

加算点の最大（少数点以下第3位を四捨五入）

タイプによって決まっている

標準型 ⇒評価点の最大と同じ（換算しない）

簡易型Ⅰ⇒30点

簡易型Ⅱ⇒20点

評価点の最大

個々の案件で、設定する評価項目により異なる

① 評価点
（獲得点数）

① 評価点を計算する

⇒原則必須の評価項目

⇒選択評価項目

② 加算点を計算する

③ 評価値を計算する

登録基幹技能者の配置（1.0）

１－２ 評価項目に関すること 

 

Ｑ８ 落札候補者はどのように決定するのか？ 

Ａ８ 標準点（100点）に入札参加者の技術力等に応じて与えられる評価点の合

計を換算した加算点を加え、これにより算出された『技術評価点』を『入

札価格』で除した『評価値』の最も高い者が落札候補者となります。 

なお、評価点、加算点及び評価値の計算方法、並びに計算例は、図３の

とおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 評価点、加算点及び評価値の計算過程、並びに計算例 
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Ｑ９ 「企業の地域貢献等」が評価される理由は？ 

 

Ａ９ 公共工事の品質を確保しつつ工事を円滑に行うためには、地域の地理

的・自然的・社会的条件を熟知し、災害時の対応や地域貢献活動等を通じて

地域の信頼性や社会性を有していることが望ましいと考えられるからです。 

 

 

Ｑ10 技術提案等において、企業に過度の負担となる性能（以下、オーバース

ペックという。）の提案についても評価してよいのか？ 

 

Ａ10 オーバースペックになる提案は評価しません。 

なお、国土技術総合研究所のホームページに「総合評価方式における技

術提案のオーバースペック事例集」がありますので、参考にしてください。 

 

 

Ｑ11 評価項目によって評価基準日が異なっている理由は？ 

 

Ａ11 これまでは、極力最新データに基づいて各評価を行うよう努めてきまし

たが、他方、そのために評価基準日は統一されていませんでした。 

しかし、基準日が変動することのメリット、デメリットを検討した結果、

平成 25 年度からは【前年度までの過去○か年度】に統一しました。 

 

 

Ｑ12 同種工事及び類似工事を確認する方法は？  

 

Ａ12 入札参加者から提出された技術資料に必要事項が記載された「企業の施

工実績等」（様式－４－１・２）や「配置予定技術者の資格・工事経験等」

（様式－５－１・２）と、その根拠書類（契約書の写しや契約図面の写し

や主任技術者等通知書の写し等）やCORINSの登録内容確認書内容（工事実

績）の写しによって行います。なお、今まで同様、これらの書類は、契約

後の配置技術者に対して行われる履行確認にも使用しています。 
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Ｑ13 類似工事を設定する理由は？ 

 

Ａ13 総合評価活用ガイドラインでは、企業の施工実績と配置予定技術者の施

工経験において３段階の評価を設定しております。適正に３段階の評価を行

うことにより、評価に差がつき、より良い業者を選択することに繋がると考

えられます。 

なお、令和４年から、類似工事については選択項目とし、特殊な工事等で同

種による評価が困難と想定される場合（同種のみの設定では評価に差がつかな

いと予想される場合など）に設定するものとする。 

 

 

 

Ｑ14 ＣＰＤとは何か。またＣＰＤとＣＰＤＳの違いとは？ 

 

Ａ14 ＣＰＤ（Continuing Professional Development）とは、継続的能力開発

を意味し、一般的には継続学習、又は継続教育と呼ばれるものです。 

ＣＰＤのうち、全国土木施工管理技士連合会が運営している継続教育だけ

は、「ＣＰＤＳ（Continuing Professional Development System）」の標記

を使っています。 

 

 

Ｑ15 災害協定の評価項目として、企業局の緊急時（地震時及び漏水事故等災

害発生時）における協定に基づく活動実績の評価は認められるのか？ 

 

Ａ15 静岡県工業用水道及び水道施設の維持管理要綱に基づく出動要請は、災

害協定に基づく活動実績として認められません。 

 

 

Ｑ16 なぜ災害時事業継続計画や建設機械の所有等を評価するのか？ 

 

Ａ16 地震等の災害時には、建設業者がいかに迅速に対応できるかが重要です。

そのため、事前準備として各建設業者が「災害時事業継続計画」を策定する

とともに、常に稼働できる人員や重機を確保し、有事の備えのある業者は、

地域の信頼性や社会性を有していると考えられることから適正に評価します。 

なお、有事の備えに関する評価については、静岡県の建設業審議会からの提

言を受けております。 
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Ｑ17 地域貢献活動で評価の対象となる公共土木施設とは？ 

 

Ａ17 対象となる公共土木施設とは、県管理施設に限らず静岡県内における公

共土木施設（河川・海岸・砂防設備・林地荒廃防止施設・地すべり防止施設・

急傾斜地崩壊防止施設・道路・港湾・漁港・下水道・公園）の美化活動や環

境保全活動で、企業としての自発的な取組や協会員としての活動実績を評価

します。なお、公共土木施設とは公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施

行令第１条に規定する上記に示す11施設で、駅・神社・学校・病院・農業用

施設・山林などは含みません。 

また、第三者が客観的に見て、その実績に該当すると判断できる根拠書類

が必要となります。 

 

 

Ｑ18 地域貢献活動で評価の対象となる「一社一村しずおか運動」とは？ 

 

Ａ18 静岡県が推進する「一社一村しずおか運動」とは、企業と農村が協働活

動することで静岡の農村地域の活性化を図る運動です。 

なお、活動団体は静岡県から認定を受ける制度となっていますので、評価さ

れるためには、認定書とあわせて、活動実績に該当すると判断できる根拠書類

が必要となります。 

 

 

Ｑ19 「登録基幹技能者」とは？ 

 

Ａ19 「登録基幹技能者」とは、熟達した作業能力と豊富な知識を持つととも

に、現場をまとめ、効率的に作業を進めるためのマネジメント能力に優れ

た技能者で、専門工事業団体の資格認定を受けた者です。現場では、いわ

ゆる上級職長などとして元請の計画・管理業務に参画し、補佐することが

期待されている者です。 

なお、「登録基幹技能者」は工事の品質に寄与すると考えられることか

ら、施工の信頼性における企業の能力の選択評価項目としています。 
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Ｑ20 雇用実績の評価の対象となる「新卒者」とは？  

 

Ａ20 例えば、平成28年度に評価される「新卒者」とは、学校教育法（昭和22

年法律第26号）第一条で定める学校等又は第百二十四条で定める学校並び

に静岡県立浜松、清水又は沼津技術専門校の普通職業訓練普通課程を、平

成27年度中又は平成28年度中に卒業し、平成29年３月31日までに雇用され

た者とします。専修学校（一般課程）、各種学校（珠算教室、洋裁教室、ク

ッキングスクールなど）及び無認可校の新卒者は該当しません。なお「新

卒者」の定義は、総合評価活用ガイドラインに記載しています。現状の制

度では、その年度に評価対象とならない新卒者雇用実績は、その次年度に

評価対象となることを想定して、評価項目とし設定されています。 

 

 

Ｑ21 評価対象項目に該当がない場合、評価点確認申請書（様式２）に記載す

れば、その他の技術資料の提出を省略してもよいのか？また、省略してし

まった場合、どうなるのか？ 

 

Ａ21 公告文に記載され、提出を求められている様式において、その様式の内

容が評価対象とならない場合であっても、公告文で求められている様式は

全ての提出が必要です。 

また、入札前に総合評価における実績等の評価項目の基本的な確認を受け

なければならないため、公告文で求められている資料が不足または未提出と

なり、入札参加資格がないものとなります。 
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１－３ 技術提案等に関すること 

 

Ｑ22 評価できない技術提案とは？ 

 

Ａ22 技術提案では、設計図書の仕様を変更する提案は評価の対象にはなりま

せん。提案が優れていても仕様等の変更を伴う場合は、契約後に設計変更

など協議で対応すべき内容と考えられるからです。 

また、過度の負担となる性能（オーバースペック）の提案、提案の効果

が不明確なもの、他機関との協議が必要な提案についても評価の対象には

なりません。 

 

 

Ｑ23 施工現場の安全対策を課題とした場合、作業員の安全確保対策は施工業

者の義務と思われるが、評価の対象としてよいものか？ 

 

Ａ23 作業員の安全確保対策は当然の義務ですが、より安全な現場環境を確保

することは、作業員に工事の品質を確保することに専念できることにつな

がること、また、危険な作業が伴う現場では、事故等が発生した場合に「工

程の遅れ」や「交通機関への影響」や「供用開始の遅れ」等によって地域

社会に大きな影響を与えることになることから、特段の安全対策は評価の

対象と考えられます。 

 

 

Ｑ24 コンクリート構造物の品質管理について評価項目を設定する場合、どの

ようなものが評価の対象として考えられるのか？ 

 

Ａ24 材料や施工方法、養生方法などについて提案を求めることが一般的です。 

なお、温度管理や、安価で工夫できる新技術・新工法の活用等は評価の

対象と考えられますが、セメント材料などの主な仕様の変更を伴うもの（普

通セメントから早強セメントへの変更など）は評価の対象となりません。   

したがって業者の過度な負担を伴わない範囲での混和剤の使用や養生材

の使用等が一般的な評価対象として考えられます。 
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Ｑ25 様式３－２の「工程管理に係る技術的所見」において何を評価するのか？ 

 

Ａ25 技術的所見の欄に記載されている内容が、契約工期内に完成するため各

工程の工期及び工事の手順が現地条件を踏まえて適切であり、その工夫の度

合いに応じて評価します。 

   なお、工事内容によっては、契約工期内の中でさらに限定された工種に

おいて、工程期限を設定している場合もあります。よって入札公告文の簡易

な施工計画における「補足説明」や設定図書に添付されている「施工条件明

示事項」、「特記仕様書」等を必ず確認したうえで、資料を作成する必要が

あります。 

 

 

Ｑ26 工程に関する提案がされている場合や、簡易型Ⅰで「工程管理」を選択

した場合に、工期延長することは可能か？ 

 

Ａ26 可能ですが、受注者の責により、工期延長する場合は、「減額」及び「工

事成績評定点の減点」というペナルティが受注者に課されますので、責任

の所在は明確にする必要があります。 

   なお、「工程管理」の設定は、特に工期完了の管理を求める場合に限る

こととなっています。 

 

 

Ｑ27 技術提案内容が適正標準案を満たさないとは、どのようなものか？また

そのような場合、どのような事になるのか？ 

 

Ａ27 例えば、工程管理に係る技術的所見における工程計画（工程表）が、契

約工期を超えている場合や、技術提案自体が記載されていない場合、また技

術資料が未提出であった場合には、適正標準案を満たさないと判断します。 

   なお、適正標準案を満たさないと判断した場合には、同時に入札参加資

格も満たさないと判断されますので、その時点で入札参加できなくなります。 
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Ｑ28 標準型の「技術提案」は、どのように評価（審査）するのか？ 

 

Ａ28 技術提案の評価については簡易型Ⅰと同じく、標準案と同等以上である

ことが必要で、提案の内容に応じて点数を与えます。 

技術提案は、「工事目的物の性能・機能」、「社会的要請」、「総合的なコス

ト」について、工事内容により評価項目を適宜設定し、配点は25～32点の範

囲で発注者が任意に設定します。 

 

 

Ｑ29 入札参加者からの標準型における技術提案書（様式８－１～３）の提出

に当たっては注意事項を削除して記載してもよいか。また２枚目も本様式を

使用して記載しなければいけないのか？  

 

Ａ29 技術提案書の提出は入札公告文で決められた様式で提出してください。

なお、注意事項の削除は様式の変更にあたるため、削除しないでください。 

また、２枚目についても表題や注意事項を削除せず、本様式を必ず使用し

てください。 

独自に様式を加工し提案を提出した場合は、評価されないことがあります

ので、注意してください。 

 

 

Ｑ30 標準型で、枚数を超過した場合は欠格となるのか？ 

 

Ａ30 １つの技術提案（○○○に関する技術提案）について所定の様式１枚を

基本とし、２枚まで可能としています。仮に枚数を超過した場合は、欠格に

はしませんが、３枚目以降の提案については評価対象外とします。なお、文

字サイズは11ポイントで、文字間隔等は標準としています。 

また、簡易型Ⅰでは、１つの技術提案（○○○に関する技術提案）につい

て極力１枚にまとめるよう願います。 

なお、図面等の添付資料に枚数制限はありません。 

 

 

Ｑ31 工事簡易型Ⅰにおける技術提案数限定タイプの評価方法とは？ 

 

Ａ31 平成28年度から原則となった工事簡易型Ⅰにおける技術提案数限定タイ

プとは、発注者が、入札参加者からの技術提案を５つまでに限定して行う方
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法で、記載する様式が予め５つに枠が区切られています。なお、１つの枠内

に記載された提案の中に複数の要素が含まれる場合、最初に記載されたもの

のみ評価します。 

技術提案の記載が５つまでに限定されている「技術提案数限定タイプ」で

は、「提案の数に応じた点数を付与する方式」による評価方法を用いること

は満点がとれない可能性がありますので望ましくありません。 

したがって、業者の提案を的確に評価するために、｢技術提案数限定タイ

プ｣では、｢提案の内容に応じた点数を付与する方式｣によって評価を行った

場合、技術提案の記載が５つに満たない場合でも、内容によっては、最大得

点を獲得することが可能となります。 

 

 

Ｑ32 全ての提案について実施しなければならないのか？ 

 

Ａ32 全ての提案は実施しなければなりません。また、提案された提案内容の

全部又は一部の履行が、受注者の責により困難となった場合には、ペナル

ティの付与等の必要な措置が講じられることになります。 

したがって、総合評価落札方式（標準型、簡易型Ⅰ）により工事を受注

した者は、評価されなかった提案を含め、技術提案等で提案した内容を全

て施工計画書に記載する必要があります。なお、監督員にも履行確認の義

務が生じるので、監督員は、提案された内容が施工計画書に反映されてい

るかどうか確認しなければなりません。ただし、技術提案等の内容のうち、

発注者が採用を認めないことを通知（指示）した提案内容については、施

工計画書に記載する必要はありません。 

 

 

Ｑ33 工事契約後、評価対象となった配置技術者の変更は可能か？ 

 

Ａ33 変更が認められる場合としては、配置技術者の死亡や傷病又は退職等、

受注者の責によらない場合などで真にやむを得ない場合に限られます。 

なお、いずれの場合であっても、発注者と受注者との協議により、交代

前後における配置技術者の技術力が同等以上に確保されるとともに、工事

の継続性、品質確保等に支障がないと認められることが必要です。 
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Ｑ34 「事後確認型」における、落札候補者の根拠書類不備等による評価値の

取扱いはどのようにするのか？ 

 

Ａ34 「事後確認型」の際、落札候補者が提出する技術資料のうち、各様式と

その根拠書類と整合が取れなかった場合は書類の不備となることから、「評

価なし」となります。 

様式２号の評価点申請に誤りがあった場合の取扱いは、図４のフロー図

のとおりです。 

 

 
図４ 様式２号の評価点申請に誤りがあった場合の取扱い 

 

 

 

 

様式２号の評価点申請の申請点を確認 
（工事 様式－４－１～４－７関係） 

（建設関連業務 様式４号、５号関係） 

提出書類受理 

評価点の修正を行わない 
（様式２号の評価点申請の申

請点のままとする） 

様式の記載内容により、本来

の評価に修正 
（様式２号の評価点申請の

申請点を下方修正する） 

自己申請点が様式の記載内容

より低い場合 

評価点決定 

様式２号の申請点と様式の記載内容が

異なる評価項目がある 

自己申請点が様式の記載内

容より高い場合 

様式２号の申請点がすべて

様式と適合 
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Ｑ35 簡易型Ⅲを新設した理由は？ 

 

Ａ35  建設産業における担い手確保・育成の課題解決に向けた取組みの一環

として、配置予定技術者の施工経験等の能力は求めないタイプとして、

令和４年度に新設した。 

 

Ｑ36 簡易型Ⅲは入札参加資格による配置予定技術者の施工経験は求めないの

か？ 

 

Ａ36  入札に参加する者に必要な資格設定における、配置予定技術者の同種

工事の施工経験については、基本的には設定しないこととしている。 

    なお、工事難易度が低いが技術的な工夫の余地が比較的大きい工事等

については、上位タイプ（簡易型Ⅰ、簡易型Ⅱ）を適用することが可能

となっているため、現場条件等を踏まえた適切なタイプ選定を行って下

さい。 

 

Ｑ37 配置予定技術者の能力項目における配置予定技術者の資格に、１級土木

施工管理技士補の資格は評価の対象となるのか？ 

 

Ａ37  配置予定技術者の資格設定については、監理技術者又は主任技術者に

なりうる国家資格を基準（建設業法）として、工事の種類に応じて総合

評価活用ガイドラインにおける資格設定の目安を参考に設定することと

している。 

このため、現在１級土木施工管理技士補の資格のみでは、監理技術者又

は主任技術者になりうる国家資格に該当しないため、評価対象とはしてい

ません。 



                         

 - 20 - 

２．建設関連業務関係 

 

Ｑ１ 総合評価落札方式の場合、予定価格 500 万円未満でも低入札価格調査制

度の対象になるのか？ 

 

Ａ１ 総合評価落札方式による案件では、最低制限価格制度でなく、低入札価

格調査制度の対象になりますので、注意してください。（「静岡県建設関連業

務委託に係る低入札価格調査制度要領」による） 

 

 

Ｑ２ 照査技術者としての業務経験及び手持ち業務は、評価の対象となるの

か？ 

 

Ａ２ 照査技術者としての業務経験及び手持ち業務は、業務経験として評価し

ません。 

 

 

Ｑ３ 合計手持ち業務件数が５件以上でも、技術資料（様式４号）には業務名

等を記載するのか？ 

 

Ａ３ 合計手持ち業務件数が５件以上の場合は、評価点が０点となることから、

手持ち業務量の評価項目における業務名等の記載は不要とします。 

 

 

Ｑ４ ヒアリングの際に予定管理技術者以外の者が行った発言も、評価の対象

となるのか？  

 

Ａ４ ヒアリングでは、予定管理技術者から技術提案書について説明をしてい

ただきますので、予定管理技術者以外が出席して発言しても評価対象には

なりません。 

 

 

 

 



                         

 - 21 - 

Ｑ５ 契約後、評価対象となった配置予定技術者の変更は可能か？ 

 

Ａ５ 変更が認められる場合としては、配置技術者の死亡や傷病又は退職等、

受注者の責によらない場合などで真にやむを得ない場合に限られます。 

なお、いずれの場合であっても、発注者と受注者との協議により、交代

前後における配置予定技術者の技術力が同等以上に確保されるとともに、

建設関連業務の継続性、品質確保等に支障がないと認められることが必要

です。 

 

Ｑ６ 平成27年度から実施方針等の項目数が５項目から２項目に変更にしたの

はなぜか？  

 

Ａ６ 現場への課題認識と対応方針に項目を絞り、業務を実施する上での工夫

に焦点を当て易くすることによって、品質の向上に繋げるためです。 

 

Ｑ７ 全ての提案について実施しなければならないのか？ 

 

Ａ７ 全ての提案は実施しなければなりません。また、提案された提案内容の

全部又は一部の履行が、受注者の責により困難となった場合には、ペナル

ティの付与等の必要な措置が講じられることになります。 

したがって、総合評価落札方式（標準型、簡易型Ⅰ）により業務を受注

した者は、評価されなかった提案を含め、評価テーマや実施方針等で提案

した内容を全て業務計画書に記載する必要があります。なお、監督員にも

履行確認の義務が生じるので、監督員は、提案された内容が業務計画書に

反映されているかどうか確認しなければなりません。ただし、提案の内容

のうち、発注者が採用を認めないことを通知（指示）した提案内容につい

ては、業務計画書に記載する必要はありません。 

 

Ｑ８ 評価できない技術提案（評価テーマ、実施方針等）とは？ 

 

Ａ８ 技術提案では、設計図書の仕様を変更する提案は評価の対象にはなりま

せん。提案が優れていても仕様等の変更を伴う場合は、契約後に設計変更

など協議で対応すべき内容と考えられるからです。 

また、過度の負担となる性能（オーバースペック）の提案、提案の効果

が不明確なもの、他機関との協議が必要な提案についても評価の対象には

なりません。 
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Ｑ９ 入札公告文の実施方針評価項目に評価細目が追加された理由は？ 

 

Ａ９ 「実施方針」を求める標準型及び簡易型Ⅰについて、実施方針の獲得点

数が低い傾向にあり、原因として発注者が設定した「評価細目」と提案内

容の目的や意図にズレ（ミスマッチ）が生じていた可能性が高いことから、

平成28年度から発注者が求める評価項目に対する「評価細目」を公告文に

記載することとしました。 

 

Ｑ10 技術資料の様式４号における配置予定技術者の保有資格の登録年月日と

は？ 

 

Ａ10 資格を証明する書面の写し（登録証等）に記載されている登録年月日の

日付です。このため、技術資料の様式４号の登録年月日の日付は、資格を

証明する書面の写し（登録証等）に記載されている登録年月日の日付を記

載してください。また、技術士登録証明書を資格を証明する書面の写しと

して提出する場合、配置予定技術者が複数の部門、分野の資格を有してい

ると、登録年月日と評価基準としている資格の試験合格年月で日付が前後

している場合がありますが、この場合においても様式４号に記載する日付

は、技術士登録証明書に記載されている登録年月日の日付を記載してくだ

さい。 

   なお、資格を証明する書面の写し（登録証等）は内容が最新のものにな

っていれば、証明書等の発行年月日は問いません。 


